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研究成果の概要（和文）：本研究ではラオス中部の農村地域でおこなった世帯構成の経年変化と出産歴の調査に基づき
、過去40年間の人口変化を明らかにし、人口再生産行動と農村の社会経済変化との関連を研究した。その結果、出稼ぎ
や商品作物の導入と、出生率の低下の開始が早い地域ほど、1970-80年代の人口増加が著しいことがわかった。分析結
果を学術誌で発表すべく論文作成中である。また、分析に用いた人口データベース、ならびに調査分析手法のマニュア
ルのWeb公開を準備している。

研究成果の概要（英文）：Based on demographic data collected in rural areas of Laos, this project captured 
population changes during the past forty years and examined the changing relationship between 
reproductive behaviors and the socioeconomic background. The research findings showed that population 
growth during 1970-1980's had different impact on reproductive behaviors and fertility decline after that 
period. The research is in the phase of publishing the findings and preparing the demographic database 
and research manual on the Web.
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１．研究開始当初の背景 
 ラオスでは 1980 年代後半に始まる改革開
放以来、隣国タイへの出稼ぎの増加、土地利
用区分制度の導入、外国資本による農業開発
など、農村社会をとりまく環境が大きく変化
した。国レベルの人口は依然として増加して
いるが、村落レベルの人口変化には大きな地
域格差が存在している。 
 出生率は国全体で 1990 年ごろから低下
し始めたが、村落レベルで比較した場合、
出生率低下の開始時期や経過や要因は一様
ではない。村落のような小集団人口におけ
る再生産行動の特徴を説明するには、地域
の歴史や生業、また住民の文化的背景を考
慮した地理学的、人類学的な分析手法を人
口統計に組み込むことが不可欠である。 
 出生率低下が著しい地域では出稼ぎが盛
んであり、出稼ぎの増加と出生率低下の相
関が指摘されている。しかし、両者の関係
を定量的にとらえたデータがない。そこで
本研究は世帯レベルでの人の動き（世帯構
成の経年変化）を過去にさかのぼって明ら
かにすることにより、人口再生産行動とそ
れをとりまく社会変化を実証的に把握する
ことを着想した。 
 
２．研究の目的 
 今日の東南アジア農村地域を特徴づける
出稼ぎによる人口移動と農村社会の再生産
行動の変容を実証データに照らして明らか
にすることを大目的とする。そのために、
以下 4 つの小目的により、ラオス農村地域
における出生率低下の経過とその要因を解
明する。 
（１）出生率の経年変化：15歳以上の女性を
対象に出産歴（出産時の母親の年齢、出生間
隔、避妊の有無・期間、出生児の生死）を聞
き取り、期間ごとの出生率の変化を明らかに
するとともに、地域間で比較する。 
（２）移動と再生産行動：対象地域のひとつ
では、タイへの出稼ぎが盛んになるのと前後
して出産率が低下した。世帯構成員の移動
（世帯構成の経年変化）を復元し、出稼ぎの
形態・期間と再生産行動の関係を析出する。 
（３）村落レベルの人口変化：1975 年以後
の村落レベルの人口変化を復元し、農村開発
にともなう生業変化と人口変化の関係を明
らかにする。 
（４）人口再生産行動の変化の要因：出産歴
調査により、人口再生産行動の経年変化の特
徴を明らかにするとともに、変化の背後にあ
る社会経済的・文化的要因を特定する。 
 
３．研究の方法 
ラオス中部の 3 つの農村地域（図 1）で過
去 40 年間の人口変化に関するデータを収集
し、出稼ぎによる人口移動が人口再生産行動
にいかなる影響を及ぼすかを比較する。3 つ
の農村地域は出稼ぎ人口の割合と主要な生
業が異なっている。ラオス人民族学者ならび

にラオス保健省職員と共同で現地調査を実
施し、農村社会をとりまく社会経済の変化、
ならびに再生産行動の変容を聞き取り調査
する。 

 3 つの農村地域における出稼ぎ人口の違
い、ならびに生業の違いが人口再生産行動
にどう影響するかを比較することが、地域
設定のねらいである。これらの地域では
1990年代以降、社会経済的条件の違いが顕
著になり、再生産行動や出生率に大きな格
差がみられるようになった。 
 
４．研究成果 
 3 つの対象地域のうち、分析が完了した 2
つの地域の結果を中心に述べる。このうち、
地域Ⅰの H村は出稼ぎが盛んであり、一方の
地域ⅡのN村は焼畑を現在も主要な生業とし
ている。 
 図 2は出稼ぎの盛んな地域Ⅰの年齢階級別
出生率の経年変化を示したものである。第 1
期（1961-1980）は期間別合計出生率 TFR が
7.5、第 2 期（1981-2000）は同 5.6 であり、
第 1期から第 2期にかけて若干低下したもの
の依然として高い値を示した。ところが、第
3期（2001-2015）には 2.1 になり、前期と比
べて大幅に低下した。年齢別の内訳をみると、
第 1期と第 2期は 20代から 30代にかけての
出生率が高い水準にあるのに対し、第 3期は
20 代前半に低いピークがあり、20 代後半以
降の出産がごく少なくなった。第 1-2 期と第
3期のあいだで、再生産可能年齢（15-49 歳）
全体を通して出生行動が大きく変化したこ
とがみてとれる。 

 



図 3は、焼畑を生業とする地域Ⅱの年齢階
級別出生率の経年変化である。地域Ⅱは 3つ
の期間における出生率の変化の幅が、地域Ⅰ
ほど大きくない。第 2 期（1981-2000）が、
前後の期間と比較して若干高いが、地域Ⅱの
特徴は、出生率自体が地域Ⅰと比べてそもそ
も全体として低いことである。これは焼畑固
有の労働・栄養条件の影響によるところが大
きいと考えられる。さらに地域Ⅱでは第 1期
（1961-1980）当時、ベトナム戦争の影響で、
住民が離散して森の中に隠れ住んでいた。そ
のことも第 1期の低出生に関係している。戦
後の生活再建期である第2期には出生率が若
干上がったが、第 3期は再び低下した。 

 
 次に、図 4では、出生年代による時代背景
の違いが再生産行動にどう影響しているか
を調べるために、地域Ⅰの出生コーホート別
出生率（CFR）を比較した。1960 年代までに
生まれた女性の CFR は 5以上であった。1970
年代前半に生まれた女性は、20 代前半までは、
それ以前の世代とほとんど変わらなかった
が、20 代後半以降の出生率が低下した。さら
に 1980 年代前半、1990 年代前半に生まれた
女性の場合、再生産可能年齢初期においてす
でにかなり低い値を示している。 

 
表 1では、何歳でどの時代を通過したかを
出生コーホート別に比較している。地域Ⅰで
出稼ぎが本格的に始まるのは 1990 年前後で
ある。この 1990 年の時点で、1960 年代前半
までに出生した女性はすでに家族を形成し、
再生産活動をスタートさせていた。1960 年代
前半に生まれた女性のなかにも出稼ぎ経験

をもつ人がいるが、彼女たちはそれ以前の世
代と同じように子どもを産んでから出稼ぎ
を始めた。これに対し、1970 年代前半に生ま
れた女性は、1990 年に再生産可能年齢にさし
かかったところであり、家族形成の時期と前
後して出稼ぎを開始した世代である。この
1970 年代前半生まれのコーホートは、図 4の
通り、再生産可能年齢の中後期における出生
率が先行世代と比べて大幅に低下している。
また、1980 年代以降の出生コーホートでは低
出生がさらに顕著になっている。彼女たちの
世代は 10 代中盤から出稼ぎを始めることが
一般的になっており、初婚年齢自体が高齢化
している。 

 
 次に村落レベルの人口変化の違いを地域
Ⅰと地域Ⅱで比較する。 
 図 5 は地域Ⅰの過去 50 年間の人口変化を
示している。1961-1980 年期と 1981-2000 年
期の年平均人口増加率は両期間とも 2.5%で
あったが、2001-2014 年期は 0.4%に大幅に減
少した。年平均増加率が 2.5%の場合、30 年
弱で人口が2倍に達するペースの増加である。  
地域Ⅰでは 1980 年代まで死亡率が高かっ
た。人口 1000 に対し年 20 人近く、特に乳幼
児が死亡していた。ところが、それを上回る
高い出生率（人口 1000 対 40 人前後）のため
に人口が年々増加した。この人口増加が、
1990 年前後から始まる出稼ぎ、ならびに出稼
ぎ先での結婚による恒久移出をうながすプ
ッシュ要因として作用した。 
 ところが、2001-2014 年期には、出生率の
低下や移出増加により、人口増加が緩和され
た。移出数と移入数の比は 1961-1980 年期に
1.17 対 1、1981-2000 年期に 1.08 対 1であっ
たが、2001-2014 年期は 1.71 対 1になり、恒
久移出の割合が大幅に増えた。 



 一方、同じ期間における地域Ⅱの N 村は、
図 6の人口変化を示した。1961 年の当初人口
28 が、2014 年に 86 となり、54 年間で約 3倍
に増加した。 

 
 表 2 は 1961 年から 2014 年を 3 期に分け、
期間ごとの人口変化の内訳を示した。第 1期
の年平均増加率は 3 パーセント超であった。
しかし第 2期には 1.1 パーセントとなり、第
1 期から 6 割以上減少した。第 2 期は出生数
が多い一方、死亡数も増加した。そして第 3
期は増加率が 2.0 パーセントで、前期より上
昇した。出生数と死亡数の差が第 2期より大
きくなり、自然増が増加率の上昇に寄与した。 
また、3 つの期間を通して、出生数が死亡数
を上回った。3 期間合計の出生数が 112 に対
し、死亡数は 66 である。同様に、3期間合計
の移入数も移出数を上回っていた（46対 34）。
だが、その差は出生数と死亡数の差よりも小
さかった。したがって、この 54 年間の人口
増加は主として自然増によるものである。 

第 1期と第 3期はどちらも出生数が死亡数
を 2倍以上、上回った。第 1期は死亡と移出
の過小報告により、増加率が高めに出た可能
性がある。これに対し、第 3期は最近の出来
事であり、人口変動の様相を忠実に復元でき
た。一方、第 2期は出生数の多さを死亡数の
多さが相殺したため、人口増加率が低下した。 
第 1期と第 2期では、移出入の大半が結婚に
よる女性の移動であった。 
 最後に、人口再生産行動の変化の要因とし
て、避妊と施設分娩について述べる。 
 図 7は、地域Ⅰの出生コーホート別、母子
保健行動の違いを表したグラフである。1960
年以前に出生したコーホート Aの女性は、子
どもに予防接種を受けさせた経験は多いが、

避妊の利用経験や施設分娩の割合は少なか
った（ドーナツグラフの赤色）。ところが、
コーホート B・C と進むにつれ、避妊の利用
経験や施設分娩の割合が増えた（ドーナツグ
ラフの青色）。地域Ⅰでは、出生率低下と並
行して母子保健サービスの利用が積極的に
なり、子どもの数が少なくなった代わりに出
産や育児に対する意識・行動が積極的になっ
ている。 

 
 さらに図8は出生コーホート別の避妊開始
時期を比較している。コーホート Aでは 8割
以上の女性が避妊をした経験がなく、4 人出
産後に利用したという人が 2 割弱であった。
コーホートAの女性が出産していた時代には、
避妊薬がほとんど出回っていなかった。次の
コーホート Bでは、すでに 4人以上の子ども
を産んだ女性がこれ以上出産しないために
利用することが主流になった。さらに時代が
くだり、コーホート Cの女性が再生産可能年
齢に到達すると、避妊薬の利用が変化した。
上の世代のようにこれ以上子どもを増やさ
ないために避妊するのではなく、むしろ第 1
子出生直後から計画的に調整するようにな
ったことがわかる。コーホート Cの女性にと
っては出稼ぎが生計活動として一般的にな
り、仕事と育児のバランスが重要になった。
その結果、避妊薬の利用形態が変化した。 

 
 一方、地域Ⅱでは避妊や施設分娩の普及が
現在も進んでいない。図 9は N村を含む地域
Ⅱ全域を対象にしたサンプリング調査の結
果と、ラオス全国平均（Lao PDR LSIS）を比
較したものである。両者を比較すると、全国



平均の合計出生率 3.2 に対し、地域Ⅱは 5.0
であり、20 代から 30 代にかけて間隔を開け
ずに出産が続いていることがわかる。 

 
 地域Ⅱでは自宅分娩が依然として一般的
であり、そのことが乳児の死亡率の高さの一
因になっている。表 3は、自宅分娩と施設分
娩の場合に分けて、2000 年以後に生まれた子
どもの生後1年時点の生死を調査したもので
ある。これによると、自宅分娩の場合、10 人
に 1人以上の子どもが 1歳未満で死亡してい
る。 

 
 地域Ⅱのように、出産の連続が乳児の死亡
リスクをもたらし、そのことが今度は、次の
出産を動機付けるという循環を断ち切るに
は、避妊の普及が不可欠である。しかし、代
替的な生業オプションへの展望がない状況
で、子どもの数を計画することは地域住民に
とって受け入れにくいことである。 
 地域Ⅱで、地域Ⅰのような出生転換が起こ
るには、避妊自体の普及活動と並行して、地
域Ⅰのように、計画的な家族形成戦略に合致
する生業への転換を促す必要がある。 
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